
（様式第１号）

　　　　消防本部　　　総務課

指 摘 事 項 措 置 状 況

　契約事務において、契約約款で定められた 　財政課から、４月１３日付で投稿のありまし

工程表、現場代理人等の通知の提出を受けて た契約事務チェックシートに「約款に定められ

いないものがあった。 た書類の提出を確認しましたか。」を追加し、

  事務の執行にあたっては、基本的な事務の 担当者、文書取扱主任、所属長が確認すること

取扱を十分確認し、法令等を遵守した事務を としました。

遂行されたい。 　また、今回、指摘を受けたものの中に、５０

万円以下の契約があり、請書により契約したた

め、本来であれば、契約約款の添付は、不要で

したが、工事に係る損害の賠償、瑕疵担保等に

ついて契約事項に入れたかったため、契約約款

によるものとして契約約款を添付しました。

　しかし、約款には、工程表、現場代理人等の

通知の提出が定められており提出させる必要が

生じておりました。今後は、請書に約款は添付

せず、必要事項があれば、請書に直接記入する

こととします。

（措置年月日　平成２９年６月２７日）

監査期間　　　　平成２９年　５月１７日から

平成２９年　５月３１日まで

検 証 結 果

指摘事項に係る措置状況報告書及び事務改善状況報告書

　　　２ 「措置状況」の欄は、措置の内容を記載するとともに、措置年月日が特定できるものについては、その日付を記載してください。
　　　　　また、措置の内容については「適正な事務処理をします。」等の抽象的な表現は避け、具体的に措置の内容を記載してください。

　　　　業務において、定例監査で指摘された事項についてミスの再発防止がされていたかを検証し、その状況を記載してください。

（注）１　｢指摘事項｣の欄は、「定例監査の結果」の「４　監査の結果」に記載された各課の指摘事項を転記してください。

　　　３　｢検証結果｣の欄は、措置状況報告書が提出された４～６ヶ月後に監査委員事務局より改善状況報告の依頼をします。措置状況報告後の



（様式第１号）

消防本部　　　　予防課

指 摘 事 項 措 置 状 況

　圧縮アセチレンガス等及び少量危険物の貯蔵 　消防法及び火災予防条例に関する各種届出等

又は取扱いの廃止届について、貯蔵又は取扱い において、「法令における届出等に係る提出期

を廃止する場合は、あらかじめ消防長又は消防 限一覧表（まとめ）」を作成し、届出等がなさ

署長に届け出ることになっているが、廃止後に れた際に、提出期限内の届出等であるか確認を

届け出されていた。 する。　　　　　（平成２９年６月２０日）

　消防法及び西尾市火災予防条例の規定により 　提出期限内の届出等でなかったときは、届出

適正な事務処理をされたい。 者等に対して、提出期限内に提出しなければな

らない旨の通知書を渡し、適切な届出等をする

ように指導します。

指摘事項に係る措置状況報告書及び事務改善状況報告書

　　　２ 「措置状況」の欄は、措置の内容を記載するとともに、措置年月日が特定できるものについては、その日付を記載してください。
　　　　　また、措置の内容については「適正な事務処理をします。」等の抽象的な表現は避け、具体的に措置の内容を記載してください。

　　　　業務において、定例監査で指摘された事項についてミスの再発防止がされていたかを検証し、その状況を記載してください。

（注）１　｢指摘事項｣の欄は、「定例監査の結果」の「４　監査の結果」に記載された各課の指摘事項を転記してください。

　　　３　｢検証結果｣の欄は、措置状況報告書が提出された４～６ヶ月後に監査委員事務局より改善状況報告の依頼をします。措置状況報告後の

監査期間　　　　平成２９年　５月１７日から

平成２９年　５月３１日まで

検 証 結 果



（様式第１号）

　　消防署　一色分署

指 摘 事 項 措 置 状 況

　物品において、所管を移したにもかかわらず 　６月１日付けで本署に移管しました。

所管換えの手続きがされていないものがあっ （措置年月日　平成２９年６月１日）

た。西尾市物品管理要綱第１２条の規定により

適切な物品管理をされたい。   今回は、所管を移したのではなく、一時的に

本署で使用していたものですが、結果的に使用

頻度の高い本署に置いたままになっていました。

　今回の指摘を受け、物品を効率よく使用する

本署への所管替えをしました。

　今後は、物品を移動する場合には、備品の所

管を確認し、必ず所定の手続きを行います。

監査期間　　　　平成２９年　５月１７日から

平成２９年　５月３１日まで

検 証 結 果

　

指摘事項に係る措置状況報告書及び事務改善状況報告書

　　　２ 「措置状況」の欄は、措置の内容を記載するとともに、措置年月日が特定できるものについては、その日付を記載してください。
　　　　　また、措置の内容については「適正な事務処理をします。」等の抽象的な表現は避け、具体的に措置の内容を記載してください。

　　　　業務において、定例監査で指摘された事項についてミスの再発防止がされていたかを検証し、その状況を記載してください。

（注）１　｢指摘事項｣の欄は、「定例監査の結果」の「４　監査の結果」に記載された各課の指摘事項を転記してください。

　　　３　｢検証結果｣の欄は、措置状況報告書が提出された４～６ヶ月後に監査委員事務局より改善状況報告の依頼をします。措置状況報告後の


